
港湾の施設の技術上の基準・同解説（H19.4）改訂 新旧対比表 
項目 現行 改訂 

第 3 編 作用及

び材料強度条件

編 
第 6 章 地盤の

液状化 
P.385 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (b) 等価加速度 
式(2.2)により等価加速度の算定を行う。これは、地盤の地震応答計算により求まる最大せん断

応力を用いて、各土層について算定する。 
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ここに、 

αeq ：等価加速度（Gal） 
τmax ：最大せん断応力（kN/m2） 
σV' ：有効上載圧力（kN/m2）（等価加速度の算定における有効上載圧力は、地震時の地盤高

に基づいて求めることに注意する必要がある。） 
g ：重力加速度（980Gal） 

 

(b) 等価加速度 
式(2.2.1)～(2.2.5)により等価加速度の算定を行う。これは、地盤の地震応答計算により求ま

る最大せん断応力の時刻歴を用いて、各土層について算定する。 
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ここに、 

αeq ：等価加速度（Gal） 
τmax ：最大せん断応力（kN/m2） 

g ：重力加速度（980Gal） 
cα：波形補正係数 5)。後述の塑性指数による N 値の補正を行い液状化の予測・判定を行う

場合には、式(2.2.2)に d1=－0.3 を代入して cαを求める。 
d1 ：式(2.2.2)の冪指数 

nef ：有効波数。図－2.2.1に示すように、せん断応力の時刻歴において最大せん断応力の

6 割以上の波頭の数の半分。 
N ：N 値 
Dr ：相対密度。式(2.2.5)を用いて N 値と N 値計測時の有効上載圧から求めてよい。ただ

し、Dr≦1.0 とする。 

σv'：有効上載圧(kN/m2)（等価加速度の算定における有効上載圧は地震時の地盤高に基づ

いて求め、相対密度の算定における有効上載圧は N 値計測時の地盤高に基づいて求め

ることに注意する必要がある。） 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
図－2.2.1 有効波数 nefの定義 
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化を予測・判定する必要がある。 
② 地盤の地震応答計算結果及び繰返し三軸試験結果が実際の地盤内の現象を表すよう、地中の応力

状態や地震動による作用の不規則性などを適切に考慮することが重要である。 
(6) 地盤全体の液状化の判定 

地盤全体としての液状化の判定にあたっては、各土層についての判定に基づいて総合的に判断すべ

きである。 

(7) 継続時間の長い地震動の場合の液状化の予測・判定 

粒度と N 値による液状化の予測・判定法は、主要動の継続時間が 20 秒程度の地震動に対して経験的

に導かれたものである。対象地震動の継続時間が長くなる場合には、粒度と N 値による液状化の予測・

判定法は、危険側の予測・判定結果を出す可能性があるので注意が必要である。 

(8) 周期の長い地震動の場合の液状化の予測・判定 

粒度と N 値による液状化の予測・判定法は、主要動の周期が 1 秒程度の地震動に対して経験的に導

かれたものである。対象地震動の周期が長くなる場合には、粒度と N 値による液状化の予測・判定法

は、粘性土に関して危険側の予測・判定結果を出す可能性があるので注意が必要である。 
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